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デルに分けている（図 1 参照）。 
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－ 6 － 
ともあれ、分権モデルをさらに「競争・統合型」、「競争・分離型」、「協調・統合型」および
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表 1 主要資本主義国における政府間財政関係に関する指標（2002 年） 
（％） 
  アメリカ ドイツ スウェーデン イギリス 日本 
    競争的分権 協調的分権 協調的分権 集中集権 分散集権 
歳出の配分 中央政府 47.1 39.7 51.3 71.5 34.4 
（社会保障基金を除く） 地方政府 52.9 60.3 48.7 28.5 65.6 
税収の配分 中央政府 57.9 51.1 64.6 94.9 58.4 
（社会保障基金を除く） 地方政府 42.1 48.9 35.4 5.1 41.6 
中央政府の地方政府 地方政府支出計 22.6 13.5 20.2 67.4 45.5 
向け移転支出の割合 中央政府支出計 20.3 17.1 16.1 21.1 46.5 
（出所）OECD,National Accounts of OECD Countries 2008,Volume Ⅳ：General Government Accounts 2009；
OECD, Revenue Statistics 1965-2002,2003. 
 













「生活重視」を掲げて 2009 年 9 月に政権に就いた民主党は、「地方主権」改革と呼ぶ分権改
革を政策の一つの柱とした。2009 年 11 月 17 日の閣議決定で、内閣総理大臣を議長とする「地
域主権戦略会議」が設置され、12 月 15 日に地方分権改革推進計画が閣議決定された。義務付
け・枠付け見直しの一括改正と地域主権戦略会議の法制化を内容とする地域主権改革一括法案











 第二は 2014 年度税制改正に盛り込まれた法人住民税の一部交付税原資化である。地方税の一
部を国税化し、国から地方への財政移転の財源とする手法は、2009 年度に法人事業税の一部を
国税化と地方譲与税の財源化として導入されている。ただしこの方式は抜本的税制改革までの
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19 詳しくは、町田俊彦（2012）137～142 頁を参照のこと。 









                                                                 
20 縦軸は集権度を示す指標、横軸は集中度を示す指標である。 
 















系列・第 5 章財政、「表 5-5 租税及び負担率」（http://www.stat.go.jp/data/chouki/05.htm）、平成 6－26
年のデータは、総務省『平成 28 年版 地方財政白書』「資料編 第 17 表 国税と地方税の収入状況」
（http://www.soumu.go.jp/menu_seisaku/hakusyo/chihou/28data/2016data/28czs01-02.html）、国と地方の歳
出について、昭和 35 年までは、総務省統計局・統計データ・日本の長期統計系列・第 5 章財政、「5
－1 一般会計及び特別会計決算純計」および「表 5－12－a 地方普通会計－団体別歳入歳出決算」、
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－ 12 － 
が得られるのである。ただし、日本での先行研究21と比べるため、ここでは、集権度の計算は
財政収入（歳入）ではなくて、税収を使っている。 
図 3 にみるとおり、日本の中央と地方間の政府間財政関係について、図 1 に示した中央・地
方の政府間財政関係の類型を用いて考えると、2009 年より長年の集権・分散型の財政体制から
集権・集中型の財政体制に移行していることが分かる。具体的にいえば、集権度の変遷につい
ては、1955 年から 1973 年までは約 70％を維持しており、いわゆる「３割自治」の時代であっ
た。その後それが低下していたが、1990 年までほぼ 65％台で横ばいで推移した後、さらに低下
して、1997 年に 60.6％になってから、いわゆる「４割自治」の時代が開始したと思われる。そ
の低下は収まらず、2009 年には谷の 53.4％に落ちてから上昇して 2014 年には 61.1％に達した
のである。集中度の変遷については、2008 年までは起伏があるが、50％を超えたことがない。





本稿第 1 節で定義した集権と分権、集中と分散の指標 a）と b）を用いて、中国の政府間財政
関係を考察すると、図 4 が得られる。ただし、中国の財政収入データには債務（とくに国債）
が含まれていない。 
  このようにして、図 1 に示した中央・地方政府間財政関係の類型を用いて考えると、中国で
は 1952~1956 年には集権・集中モデル、1957~1984 年には分権・集中モデル、1985~1993 年に
は分権・分散モデルであって、1994 年の分税制から集権・分散モデルに向かっていたが、なか







                                                                 
21 たとえば、税制調査会第 15 回基礎問題小委員会（平成 14 年 5 月 21 日）配布資料「地方税関係資料」




－ 13 － 
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－ 15 － 
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－ 16 － 
1982 年憲法に基づいて、「省－県－郷鎮」の地方行政体制とされているが、同年に遼寧省で









数が増加してきた（1985 年の 162 地級市、165 地区から、1998 年の 227 地級市、104 地区、2006
年の 283 地級市、50 地区、2014 年の 288 地級市、45 地区に変わっている）。 
しかし、「市管県」体制にはいろんな弊害があると思われ、2003 年 6 月より湖北省、同 10 月
より福建省から「市管県」体制から「省管県」（県の財政が直接に省に管理されること。「省直














                                                                 
27 各省における「省管県」方式導入のタイミングは高橋（2012）をも参照。 




30 土地譲渡収入や地方債発行には、地級市の割合が 40%以上を占めている。 
－ 17 － 




























                                                                 
31 計画単列市（City Specifically Designated in the State Plan）は、日本の政令指定都市に相当するものであり、
省級地方政府の下級レベルである地級市のなかで、特に有力な都市と中央政府に認定される。現在、計画
単列市は深圳、青島、寧波、大連、アモイの 5 都市であって、また、この 5 都市はいずれも副省級市でも
ある。副省級市（Vice-provincial City）とは、大幅な自主権が与えられた重要な地級市（二級行政区）であ
る。現在、15 の副省級市がある。張忠任（2015）を参照。 
－ 18 － 
集権・集中型に躍進したのである。なお、この体制は、2015 年現在までただ 6 年間しかなく、
継続できるかはまだ疑問である。 
同じ方法で中国を考察すると、中国の財政体制は上記の４つのモデルを遍歴しており、
1952~1956 年には集権・集中モデル、1957~1984 年には分権・集中モデル、1985~1993 年には分
権・分散モデルであって、1994 年の分税制から集権・分散モデルに移行したが、50％以上の集
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